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公益社団法人浜松西法人会  

２０２５年度（令和７年度） 税制改正要望事項 

第一  総 論 
 

１．はじめに 
令和６年度税制改正においては、賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担を緩和し、物価上昇

を上回る持続的な賃上げが行われる経済の実現を目指す観点から、所得税・個人住民税の定額減税の実施

や、賃上げ促進税制の強化等を行うこととしている。また、資本蓄積の推進や生産性の向上により、供給

力を強化するため、戦略分野国内生産促進税制やイノベーションボックス税制を創設し、スタートアッ

プ・エコシステムの抜本的強化のための措置を講じ、加えて、グローバル化を踏まえてプラットフォーム

課税の導入等を行うとともに、地域経済や中堅・中小企業の活性化等の観点から、事業承継税制の特例措

置に係る計画提出期限の延長等を行うこととしている。 

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化したこともあり、コロナ対策財源についてはこれからの課

題となっている。さらに、ロシアのウクライナ侵攻に端を発した安全保障問題は防衛費の大幅増額を避け

られないものとし、喫緊の課題である少子化対策としてのこども関連予算倍増も必要不可欠な課題であ

る。これらの予算の増大と財政健全化をどう両立させるのか。これまで想定していなかった大規模な財政

需要であり、財政健全化目標とどう両立させるのか注視せざるを得ない。 

当税制改正要望では、デフレ脱却・構造転換に向けた日本経済の再生を目指し、「経済活性化と中小企

業対策」「歳出・歳入の一体的改革による財政健全化」を中心に、時代の要請に沿った税制であるかどう

かの検討を行い、包括的な見直しを提言していくものである。 

 

２．経済活性化と中小企業対策 
（１） 「事業承継税制」については、中小企業の円滑な事業継続の観点から、非上場株式とともに、事

業用資産を一般資産と切り離して、相続税の課税対象となる財産から除外した本格的な事業承継

税制を法制化することを強く要望する。新型コロナウイルス感染症の影響が長期化したことや後

継者難により将来への投資に踏み切れず、戦略が立てられないこと等による「休廃業」件数が高水

準で推移している。親族への承継のみならず、従業員や外部人材による企業存続に実効性のある施

策を要望する。 

（２） 働き方やライフコースの多様化等に伴い、人生１００年時代に対応するための環境整備における

税制の構築が求められているが、現状給与については、源泉徴収義務者である企業が年末調整に 

よって雇用者の課税を完結している。今後は、給与と年金受給による高齢者が増加する傾向にある

ため、「マイナンバーカードによる社会保障制度」と税制の制度設計のうち、給与・年金に係る所

得については、給与所得控除・公的年金控除・所得控除の一元的な見直しとともに簡素な税制によ

り、確定申告を要さない仕組みの構築を強く要望する。 

（３） 積極的な賃上げ等を促すための賃上げ促進税制が強化され、教育訓練費を増やす企業への上乗せ

措置の要件を緩和するとともに、子育てと仕事の両立支援や女性活躍支援に積極的な企業への税

額控除率の上乗せ措置が創設され、適用期間も３年間延長された。しかしながら、厚生労働省「毎

月勤労統計調査」によると、令和５年度の実質賃金指数は前年比２．５％減と２年連続で減少し、
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物価上昇に賃金の伸びが追いついていない状態が続いていて、先進国の中で伸び悩んでいるのは

わが国のみとなっている。グローバルで戦ううえで優秀な人材を確保するためには、各国に引けを

取らない賃金水準にする必要がある。企業の責務である「社員の生活基盤の安定性確保」を果たす

ため及び本件の税額控除率加算を有効に活用するためにも、あらゆる広報・施策を通じて利用率向

上を促すべきである。 

 しかしながら、賃上げ促進税制は税額控除であり黒字企業でないと使えない税制であることか

ら、大企業から先行して賃上げを実施していくことが想定され、従業員の定着率向上や優秀な人材

確保において中小企業が不利な立場に陥ることも憂慮しなければならない。産業別労働組合「ＪＡ

Ｍ」の集計によると、大企業の平均月例賃金から中小企業の賃金を差し引いた額が平成１２年から

の２３年間で最大３倍に拡大していて、中小企業の賃上げが大企業ほど進んでいないのが見て取

れる。この賃上げ促進税制の強化により、中小企業において雇用確保がますます困難にならないよ

う、特段の配慮を要望する。 

（４） 資産の移転の時期にかかわらず、生前贈与と相続を通じた資産の総額に係る税負担が一定となる

よう「相続・贈与に関する税制」の見直しが検討されているが、次世代への早期の資産移転によっ

てその資産が有効活用されれば、経済社会の活性化につながることは論を俟たない。 

    その施策として、令和５年度税制改正において「結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非

課税措置」については令和７年３月３１日まで、「教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置」

については令和８年３月３１日まで期間がそれぞれ延長され、また令和６年度税制改正において

「住宅取得等資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置」については令和８年１２月３１日まで

期間が延長されたが、期間の更なる延長及びその内容について更なる拡充を要望する。 

（５） 適格請求書等保存方式（インボイス制度）については、相談指導体制の強化、事務的な負担増等

の軽減措置を更に検討し、また引き続き小規模事業者へも配慮し、インボイス制度の円滑な実施に

向けた十分きめ細やかな対応を強く要望する。 

（６） 電子帳簿等保存制度について、現状の制度では中小企業者にとってその実施には多大な困難を要

する。令和６年１月からの猶予措置における適用条件の更なる緩和と、小規模事業者の適用除外等

を含めた制度の見直しを要望する。 

（７） 「国民生活基礎調査」によると、「１８歳未満子どもの貧困率」は令和３年度１１．５％と、    

９人に１人以上が貧困状態にあるとされる。すべての子供たちが夢と希望を持って成長していけ

る社会となるよう、保育費用の補助、学校給食・医療費の無償化、奨学金を含めた教育や生活等に

おける経済的支援の更なる強化を要望する。 

 

３．デジタル社会の形成に関する施策への要望 
 デジタル庁が設置されたことにより、国の情報システムや地方共通のデジタル基盤、データ利活用等に

大いに期待するところである。「税」においても、国・地方の手続きの一元化及び簡素化を強く望むもの

である。 

 なかでも、関係整備法案（デジタル社会形成関係整備法案）においては、マイナンバーを活用した情報

連携によって行政手続きの効率化のみならず、社会保障と税の一体改革、行政改革の推進、災害時におけ

る情報収集など、今後の施策について、更なる拡充を要望する。 

 また、税務手続きのデジタル化により、納税者の利便性を一層高めることで、官民のコスト削減、企業

の生産性向上を実現すべく、中小企業への電子申告を更に拡大するとともに、電子納税の普及も図ってい
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くべきである。 

 デジタル化を推進する反面、データ情報の流出、個人情報の保護等への配慮には、同時並行的に検討す

べきであることは言うまでもない。 

 

４．人口減少と少子高齢化社会での社会保障制度のあり方 
令和２２年には、老年人口の割合が約３６％に高まる一方、生産年齢人口（１５－６４歳）は５３％余

り約６，０００万人（令和５年８月現在約７，４００万人）に低下する見通しである。さらに、令和４年

から団塊の世代が７５歳以上の後期高齢者となり始めていることから、社会保障給付費は令和７年度に

は令和３年度予算対比１０兆円増加となる見込みである。 

国民負担率のうちに占める社会保障負担率が４割に近い現状において、受益と負担の均衡が取れた社

会保障制度の構築が急務である。 

税の使いみちにおいても、重点的かつ効率的な改革を断行し、国民負担率５０％を超えることのないよ

う強く要望する。 

 
５．行政改革と規制緩和の推進 

遅れている規制緩和の実施と相俟って、公務員数の削減・公務員給与の見直し、国・地方議員定数の削

減・報酬の引下げ等行政経費の切り詰めや組織の簡素化・合理化、更には民間活力の有効活用は、真っ先

に取り組むべきである。 

 
６．地域主権確立のための道州制  

自立した地方が、個性と創造性を発揮できる制度に改め、地域主権を確立する方向は、大きな流れとな

りつつある。「道州制」は、地域主権の実施方法を具体化したもので、当会でも以前からその実現を提唱

しており、早期の「道州制」採用を要望する。 

また、地域主権の実現のポイントは、国･地方間の役割分担の明確化と、地方税の改革を含めた地方の

財源確立である。地域主権にとって､税財源確保は権限を支える基盤である。納税者の負担軽減のため、

申告納税及び徴税手続の簡素化・効率化を図ることから、地方税を国税の付加税として申告・徴税手続を

一本化することを要望する。 

 

７．「公平・中立・簡素」な税制の実現 

 税は、国民に負担を求めるものである。それゆえに、税体系が公正であり、国民が納得できるものでな

くてはならない。しかし、現行の税制は、「公平・中立・簡素」の基本原則とはまったく逆の方向になっ

ている。税制の仕組みは簡素なものとし、納税者が理解しやすいものとすることが最も重要である。 

 租税特別措置の時限措置やご都合主義による相次ぐ延長、国税と地方税の仕組みの違いなど、複雑かつ

煩雑でわかりにくいことが多い。活力のある経済を再生持続し、努力したものが報われる社会を目指すた

めにも、「公平・中立・簡素」の実現は、常に税制改正の原動力でなければならない。 

 実現に向けての早期の改善努力を要望する。 

 

８．租税教育の充実 

 将来の社会を担う子供たちに、税の意義や仕組み、財政の現状と今後及び財政に果たす税の役割など

の租税教育を実施することは、納税意識の向上に大きな効果をもたらす。高等教育や社会人教育において
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も、適正な納税と同時に税の使われ方の監視は重要である。 

 危惧される納税モラルの低下を防止するためにも、租税教育を含め、税の大切さを理解してもらう活動

や制度の充実を要望する。 

 

第二  法人税 

 

１．中小企業に対する外形標準課税等の課税ベース拡大への配慮  
法人実効税率引下げの財源確保は必要不可欠であるが、外形標準課税等の課税ベースの拡大が中小企

業に向けられた場合、中小企業にとって厳しい経営環境となることは明白である。外形標準課税等の課税

ベースを拡大する場合において、中小企業の負担が急増することのないように特段の配慮を強く要望す

る。 

 
２．中小企業に対する軽減税率適用限度額の引上げ  
中小企業はわが国の経済活動において、地域雇用の創出など重要な役割を担っている。 

中小企業が持つ高度な技術力をわが国の重要な資源として位置づけ、中小企業を活性化する施策や経

営体質強化を図るため、税制面における更なる支援の必要がある。そこで、長年にわたり据え置かれてい

る軽減税率適用の所得限度額８００万円を、１，６００万円に引き上げることを要望するとともに、現在

１５％の軽減税率を本則として恒久化することを強く要望する。 

 

３．雇用拡大・賃金引上げを促進する税制の拡充  
わが国の賃金水準は、長年にわたりほぼ横ばいの状態にあり、その伸び率は他の先進国と比べ低迷して

いた。コロナ後にあっては、原油高、円安、原材料価格や人件費、物流費等の高騰により、一気に物価の

上昇が進み、企業の賃金上昇が追いつかない現象が起きている。 

大企業では、物価の上昇や人手不足解消のための賃金の大幅な引上げを既に実施しているが、競争力の

乏しい中小企業では、賃上げの原資の獲得も不透明な状態にあり、大企業との賃金格差が更に拡大し、雇

用の拡大どころか人材の維持・確保にも支障を来し始めている。 

また、社会保険制度の改正に伴う「年収の壁」と言われる新たな社会課題により、賃金上昇が図られて

も、労働時間を短縮するという歪な現象が顕在化し始めている。 

中小企業が、今後も雇用を維持し、賃金引上げを促進するためにも、現行２０％の控除限度額を拡充す

る等税制面からの一層の支援を要望する。また、中小企業における賃金引上げについては、法人税だけで

なく地方税を含めた税制面での特段の配慮を強く要望する。 

 
４．同族会社の留保金課税の全面廃止  
現在資本金１億円以下の法人は適用対象外となっている「同族会社の留保金課税」制度について、内部

留保は将来の設備・人材投資に係る資金需要に備えるためのものであり、課税対象にすべきものではなく

廃止することを強く要望する。 

 
５．減価償却制度の改善  
近年の税制改正においては、一部改正がなされたところであるが、少額な減価償却資産については、 
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１０万円未満、２０万円未満、３０万円未満と適用区分毎に取扱いが異なり、少額減価償却資産の損金算

入の上限を３００万円未満とする制約も従前どおりである。 

減価償却制度の更なる簡素化のために、取得価格５０万円未満を少額減価償却資産として損金算入を

認めること及び上限額３００万円未満とする制約を撤廃することを強く要望する。 

 

６．特別法人への課税の適正化  
公益法人等については、公益性が高い法人が存在する反面、限りなく親睦団体、私的団体に近いものま

で多種多様である。したがって、特別法人への課税の優遇措置は、宗教法人、学校法人、医療法人など、

法人活動の実態に応じて適用すべきものであって、一様に適用するものではない。 

このようなことを考慮し、課税の公平性を担保するためにも、なお一層の適正化を図るよう要望する。 

 

７．役員給与の損金算入の拡充  
役員給与は原則損金算入とすべきである。現行制度は役員給与の損金算入が限定されており、特に報酬

等の改定には損金算入について厳しい制約が課されている。役員給与は本来職務執行の対価であり、原則

損金算入できるよう要望する。 

 

８．電子帳簿保存法に対する税制支援  
電子帳簿保存法について、納税者の売上に直結しない作業やコストの負担は極めて重く、着実な施行の

ためには、周知徹底に加え、電子保存義務化の対象となる取引の見直し等による更なる要件の緩和や、中

小企業の経理事務の実態を踏まえ業務のデジタル化に向けて税制面からも支援するような制度の創設を

要望する。 

 
９．自然災害等に備えた税制の確立  
近年地震や台風等による自然災害が多発しており、国内外の経済にも大きな影響を与えている。こうし

た大規模な災害が発生した場合、救援等の迅速な対応と、一日も早い復旧・復興が求められる。 

地域の防災・防疫対策に民間資本を有効に活用する施策として、大企業・中小企業問わずすべての企業

において、防災・防疫及び復興のための投資について、税制面からも速やかに支援するような制度の創設

を要望する。 

 

第三  所得税 

 

１．課税最低限の見直し  
所得税は国の税収の中でも約３０％を占める基幹税であり、納税は国民の義務であることと、「広く、

薄く、公正な」税の公正性を保つ意味からも、安定的な税収の確保のためにも、諸外国の課税額の基準等

を考慮し、課税最低限を引き下げる見直しが必要であると思われる。給与所得についてはパート・アルバ

イト・フリーター等の源泉課税を行うことにより課税最低限を見直すべきである。これによる現行比不利

益となる低所得者層については、別途、社会保障面での対応を考慮することを要望する。 

 

２．上場株式等有価証券課税の見直し 
現行の「上場株式に係る配当所得」「株式等に係る譲渡所得等及び先物取引に係る雑所得」等について
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は、大口株主を除き分離課税とされている。この分離課税の所得税率は、復興特別税を含めて一律に  

１５．３１５％であり、給与所得等の所得税最高税率４５％に比べ低く、分離課税適用の高額所得者に 

とって有利な制度となっている。担税力に応じた公正な納税の観点からも、分離課税の税率を見直し、将

来的に総合課税化するよう要望する。 

 

３．公的年金等課税制度の改善 

社会保障・税一体改革が推し進められているなか、公的年金等控除額においては令和２年分より見直し

されたが、十分とは言い難い。世代間での公正さを保つためにも、特に高額な４１０万円を超える公的年

金受給者に対する控除額は１３０万円を上限とするよう要望する。 

 

４．退職所得に関する課税制度の改善 

確定拠出年金や確定給付型企業年金など退職所得の給付金は、一時金での受取り方と年金方式での受

取り方があり、年金での受取り時には課税が発生する場合があるため、不利益が発生しない仕組みが求め

られる。また、退職一時金の現在の控除額の仕組みは働き方が多様化し転職などの増加に対して対応して

いない部分も指摘されている。税制が老後の生活や資産形成を左右しない仕組みとすることを要望する。 

 

５．復興特別所得税 

平成２５年１月から始まった復興特別所得税は、２５年間も続くものであり、あまりに長期にわたり恒

久税化しつつある。さらには新たな付加税への影響により、課税期間を延長することは恒久税化を推し進

めることになりかねない。配当金・預金利子等の事務処理上や、個人の確定申告時における煩雑さなどを

考慮し、より短期間の“復興”に対応した課税方法に改めることを要望する。 

 

６．子育て支援・少子化対策 

近年の子育て支援・少子化対策は評価するところであるが、より一層強力に進めるため、税制面での補

填の更なる拡充を求める。 

また、「国民生活基礎調査」によると、「子供の貧困率」は令和３年の調査では前回と比べ改善されたが、

現在も１７歳以下の子供の９人に 1 人が貧困状態にあると言われている。子供の将来がその生まれ育っ

た環境によって左右されることなく、すべての子供たちが夢と希望を持って成長していける社会となる

よう、保育費用の補助、学校給食、医療費等の無料化、教育や生活等における経済的支援、さらに、奨学

金を利用した一定所得以下の勤労者に対する返済に対し所得控除できる制度等の拡充を要望する。 

 

７．所得控除の簡素化 

現状の控除金額は維持したうえで、より簡素な控除制度にすることを要望する。 

 
８．自然災害等への対策を講じた場合の税制上の優遇措置  

令和６年１月１日に発生した能登半島地震について、税制上の特別措置として令和５年分に適用され

るのは評価するところである。 

近年地震・台風等自然災害が各地で発生していることを考慮し、“自分の身は自分で守る”防災の基本

にのっとり、災害損失に対する損害控除に加え、自然災害への対策を講じた場合の税制上の控除、耐震工

事等の予防措置等の税制上の控除を認めるよう要望する。 
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第四  相続税・贈与税 

 

１．相続税の課税強化の見直し 

平成２７年から、相続税の基礎控除額については、定額控除の額が５，０００万円から３，０００万円

に、法定相続人数比例控除の額が、１，０００万円から６００万円とそれぞれ引き下げられた。これは、

従来の基礎控除額の拡充を要望してきたことに逆行するもので大いに遺憾である。中小企業の安定的な

存続と成長にとって重要な事業承継を円滑に進めるためにも、早急に従前の水準に引き上げることを要

望する。 

 

２．事業承継税制の抜本的な見直し 

欧米諸国が採用している制度は、社会的な要請から成長維持、雇用確保の視点で一貫していて、事業承

継を重視しているために、税制も日本よりはるかに優遇している国が多い。 

平成３０年度改正において、１０年間に限ってではあるが、①「入口の要件の緩和」②「承継後の負担

の軽減」③「承継パターンの拡大」等の大幅な改正を盛り込んだ新制度が創設された。これらの改正のう

ち、特に①「入口の要件の緩和」と③「承継パターンの拡大」は、当会が長年要望してきた事項であり、

その導入は大いに評価するものである。 

しかしながら、この改正も１０年に限った措置であり、この制度と現行制度との選択適用であること

や、この特例を受けるためには「後継者・経営見通し等に関する承継計画」を作成して都道府県に提出す

る必要があることなど、抜本的な改正とは言い難いものがある。 

このように、現在の納税猶予制度は、事業承継税制としてはまだ中途半端であり、非上場株式等に係る

納税猶予だけでは不十分である。 

したがって、事業承継税制の抜本的な見直しが実行されるまでの間は、制度の対象となる中小企業の実

情に合わせて、以下の見直しを早急に図ることを要望する。 

（１） ５年経過後の納税猶予額を全額免除 

現在の制度の利用率の低さの大きな原因は、猶予を免除する期間が後継者の死亡等までとする、

期限の不確定な猶予制度自体にあると思われる。 

平成２７年度の適用要件の緩和に続き、今回の改正においても、免除の有期限化が見送られたこ

とは大いに遺憾である。 

５年経過後における納税猶予額の全額免除を要望する。 

（２） 事業に供する個人資産の事業承継税制対象化 

中小企業経営者の個人資産に占める事業用資産の割合は６割を超えると言われている。個人資

産と経営が一体である中小企業では、個人資産を会社の土地や建物に供し、さらに事業資金借入の

ために担保提供している場合も多い。 

法人経営のために供している個人資産は事業用資産に準ずるものとして扱い、事業承継税制の

対象とすることを要望する。 

（３） 特例制度の要件緩和と恒久化 

先にも述べたとおり、平成３０年度改正において創設された特例制度は、１０年に限った措置で

あり、「後継者・経営見通し等に関する承継計画」を作成して都道府県に提出する必要がある。 
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この特例制度も創設から７年目を迎え、「特例承継計画」の提出期限も令和６年度税制改正にお

いて令和６年３月末から令和８年３月末までに延長はされてはいるが、提出期限が限られている

ことに変わりはなく、この事前承認手続きの廃止又は緩和と、特例制度の恒久化を要望する。 

 

３．本格的な事業承継税制の法制化 

前項でも述べたとおり、わが国の税制面における事業承継は極めて限定的なものである。中小企業が地

域社会で果たしている役割を評価するならば、事業承継税制は中小企業支援・事業継続の観点からの相続

税軽減制度であることを明確にする必要がある。 

また、現行の相続税制では、民法の均分相続や遺留分などの制度が後継者以外の相続人の権利を保護し

ており、自社株式や事業用資産を後継者に集中させることを困難にしているため、円滑な事業承継を阻む

要因となっている。 

欧米諸国では相続税制の体系は多様であっても、事業承継を相続税に優先させるという考え方はいず

れも共通しており、特例や優遇措置が整備されている。わが国でも、これらの点を踏まえ、事業に供して

いる個人資産を含めた事業用資産全体を対象とした軽減措置や事業継続部分の相続税の税率の減免と 

いった、相続税とは独立した欧米並みの事業承継税制の法制化は急務である。 

令和６年度与党税制改正大綱では、前項の「事業承継税制特例制度」は、事業承継を集中的に進めるた

めの、極めて異例の時限措置とし、「令和９年１２月末となっている適用期限については今後とも延長は

行わない」とうたっている。しかし、各企業において事業承継のサイクルは一定ではなく、将来にわたっ

ても中小企業が日本経済の基盤の一つであるとすると、事業承継税制は恒久的なものでなくてはならな

い。今回の「事業承継税制特例制度」の適用期限終了までに、事業用資産と一般資産とを切り離した本格

的な事業承継税制を法制化することを強く要望する。 

 

４．暦年課税における相続前贈与の加算期間の短縮 

わが国では、令和６年１月１日以後の贈与について、過去７年の累積贈与額と相続財産額とを、一体的

に課税する制度となり、この累積期間内では資産移転の時期によらず税負担が一定となっている。つま

り、令和８年１２月３１日までに発生する相続については、相続開始前３年間に贈与された財産額のみが

加算されるが、令和９年１月１日から令和１２年１２月３１日に発生する相続については、令和６年１月

１日からの間に贈与された財産額が加算され、令和１３年１月１日から発生する相続については、相続開

始前７年間に贈与された財産額が加算されるといった運用になる。この運用は段階的ではあるが、累積期

間の短縮を要望してきたことに逆行するもので大いに遺憾である。 

今後、わが国の死亡数は増加傾向にあるとの推計が出ており、相続税の申告件数も増加することが予測

されている中において、累積期間をいたずらに延長することは、相続税の申告事務を複雑化させ適正な申

告及び納税に大きな影響を及ぼしかねないため、この制度は即刻廃止すべきであり、少なくともその累積

期間の短縮を強く要望する。 

 
５．相続時精算課税制度の充実 

令和５年度税制改正において、相続時精算課税制度に新たに「年１１０万円の基礎控除」の枠が加わり、

令和６年１月１日以降は、相続時精算課税制度において年１１０万円まで贈与税も相続税もかからず、贈

与税の申告も不要となることとなった。 

この改正は、事業承継において相続時精算課税制度を利用するメリットとなり、大いに評価するもので
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ある。相続時精算課税制度によって、現役世代に早期に資産を移転し、円滑に事業承継を行うためにも、

２，５００万円の非課税枠と１１０万円の基礎控除の増額を強く要望する。 

 

第五  間接税 
 

１．消費税 

（１） インボイス制度の負担軽減措置の延長 

令和５年１０月にインボイス制度がスタートしたが、今なお企業側からすれば複雑な制度に理

解が広まっているとは言い難い状況である。更なる混乱を招くことがないよう、丁寧に周知の状況

を見極め、企業が本制度への対応を進められ、より一層の環境整備の構築や免税事業者を選択した

先に取引先から不利益を被ることがないよう要望する。また、免税事業者がインボイス発行事業者

の登録を受けた場合の２割特例や仕入税額控除などはいずれも期間が限定されているため、小規

模事業者へも配慮した納税負担や負担軽減措置の期間延長を強く要望する。 

 

（２） 軽減税率対象品目の適用範囲の拡大 

円安の進展や原材料・エネルギー価格の急激な高騰により、家計はもとより、企業においても、

これまで経験したことがない大きなコスト負担が生じている。電力の供給力不足と燃料費の価格

高騰が続けば生活防衛のために個人消費の減退が加速するのみならず、深刻な影響を与えかねな

い。生活に直結する必需品にかかる軽減税率については、制度の設立の趣旨を踏まえ適用範囲の拡

大を強く要望する。 

 

（３） 滞納残高への対応 

消費税の令和４年度の滞納残高は、３，４０９億円と、前年度よりは減少したものの、国税滞納

残高全体の約３８％を占め、他の税目と比較しても、毎年相変わらず割合は高い状態で推移してい

る。滞納は、国の財政悪化に繋がるばかりか、消費税への国民の信頼を傷つけるおそれがあるため、

直ちに予定納税における納税額及び納税回数の見直し、電子納税システム導入の推進など、実効性

のある滞納発生の未然防止及び滞納整理の促進策を講じるよう強く要望する。 

 

２．印紙税 

電子商取引の普及によりペーパーレス化が著しく進展するなか、紙を媒体とした文章のみに課税する

印紙税はますます合理性が失われている。課税の公平性の観点から直ちに廃止するよう要望する。 

 

３．二重課税の緩和 

ガソリン税、酒税、たばこ税等に消費税を課すことは、納税負担者が異なるものの、課税対象に課し

た税金に対して更に税金を課している実態は、Ｔａｘ ｏｎ Ｔａｘであり、特定の物品等への消費税

の課税は経済の中立性を損なうこととなり、また消費税率が１０％へ引き上げられたことにより二重課

税の問題が更に拡大していることから、早急に廃止することを要望する。 
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第六  地方税 

 

１．国・地方の申告・徴税手続一本化と国・地方間の税の適正化  
国と地方の税における申告・徴税手続きは、それぞれ別々に行われており、徴税業務に係る事務コス

ト及び納税者の事務負担が大きなものとなっている。地方税を国税の付加税として国税及び地方税の申

告・徴税手続を一本化することにより一連の業務の簡素化・効率化を図り、相互に負担の少ない申告納

税方法に改善することを要望する。 

また、税源偏在・財政力格差の是正に向けて、国・地方がそれぞれの担う役割を果たし、国・地方間

の税財源の配分が適正に実施することを要望する。 

 

２．固定資産税の軽減  
（１） 収益還元価格等での課税 

地価は令和４年以降２年連続で上昇しているが、こうしたなかで固定資産税については負担感

が強く、評価方法を現状に即した収益還元価格等で評価する制度に改め、かつ税率の引下げを要望

する。 

（２） 家屋の評価額の見直し 

家屋の評価額は、再建築価格方式によって行われているが、家屋は年々老朽化し、価値が下がる

ので、家屋建築後の経過年数に応じた評価方法に改めることを要望する。 

（３） 都市計画の公共施設予定地での固定資産税の減額措置 

 都市計画で計画決定された道路や公園等の公共施設建設予定地内の土地建物では、建築規制が

あるにもかかわらず、固定資産税額は若干の価格補正にとどまっている。これも大幅な減額措置を

実施することを要望する。 

 

３．都市計画税の廃止  
都市計画税は、都市計画事業、土地区画整理事業に要する費用に充てるため、指定された都市計画区域

のうち､原則として市街化区域内に所在する土地、家屋についてその所有者に課する目的税である。しか

し、納税義務者に利益を恒常的にもたらすものではなく、課税区域内に一律恒久的に課税され、固定資産

税と一体化して普通税のようになっている。よって、都市計画税の存在意義はなく廃止するよう要望す

る。また、廃止するまでの間、課税区域内での都市計画の完了に応じて税額が減額されるような制度に改

めることを要望する。 

 
４．事業所税の廃止  

事業所税は、対象指定都市における事業所の床面積と従業員への支払給与総額という外形標準によっ

ているが、床面積比例部分は固定資産税との二重課税的な性格が強くなっており、また、目的税と言いな

がら、対象指定都市においてその恩恵が不明確であるため、即刻廃止を要望する。 

 

５．償却資産に関わる固定資産税の廃止  
諸外国において建物勘定以外の償却資産に対する課税は、ほとんど例がない。国際競争力の条件改善の

観点から、償却資産への課税は廃止するよう要望する。 
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また、償却資産への課税は、建物勘定以外の減価償却資産の帳簿価額を対象としているが、償却方法等

が異なるため法人の帳簿価額とは別のものとなっている。償却資産への課税を廃止するまでの間、これを

法人税法に基づく帳簿価額を課税対象額とし、かつ申告対象期間・申告期限も法人税のそれと同一とする

ことを要望する。 

 

６．事業税の廃止  
事業税は事業所得を課税対象とし、所得税・法人税の補完税として設けられたが、徴税技術の進歩とと

もに補完税としての機能を失い、税額が損金とされても所得税・法人税との二重課税になっているので、

事業税は国税の付加税とし、廃止を要望する。 

 

７．法定外目的税の乱用防止  
各自治体の現況は行政改革が進んでいるとは言い難く、安易な増税を考える以前の問題として、行政の

効率化に努めなければならない。よって、地域住民の納得と信頼が得られるようになるまでは、法定外目

的税の導入は避けるよう要望する。 

 

８．電子申告納税制度の利便性の充実  
電子申告納税制度は、導入後、国税においては利用が進んできている。地方税においても、電子申告納

税推進に向け、国税で電子申告を利用した場合に、地方税の電子申告データとしての利用を可能とするな

どの利便性の充実を要望する。また、国税のｅ－Ｔａｘと地方税のｅＬＴＡＸの統合や、法人を識別する

番号を法人番号へ一本化するなど、ロードマップを作成し、計画的に電子申告納税制度の拡充が図られる

ことを要望する。 

 

第七  道州制 
 

地方自治体はいずれも厳しい財政状態にあり、これを健全化するには国と地方の役割分担を見直し、

国・都道府県・市町村の関係を再構築することが不可欠である。税制を通じて住民自治を確立し地域主権

改革を推進するため、今後の国・地方の税財政改革においては、全国を８～１０に分けた道州制を採用

し、都道府県を廃止して徴税の中心を州とする。そしてさらに、徴収された税の一部を国庫負担金、他の

一部を市町村交付金とすれば大幅な歳出の削減となるため、道州制に移行することを強く要望する。 

 

第八  環境税 
 

令和６年度から森林整備や森林保護の財源として導入される森林環境税だが、既に独自に導入してい

る４０近い自治体にとっては、地方税にも同じく森林保全に関する独自課税があり、二重課税にならない

よう要望する。 

また、森林環境譲与税は、譲与基準の一部見直しが行われたが、整合性と使いみちや目的についてはま

だまだ満足のいくものではない。更なる見直しを強く要望する。 
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第九 マイナンバー制度（社会保障・税番号制度） 
 

マイナンバー制度は、金融資産性所得の把握、諸給付制度、戸別所得の把握のほか、今後増大する年金

を含めた社会保障制度の一括管理、電子納税制度の推進、確定申告の電子化等、税務行政の効率化が図ら

れるなど、全国民が公平・公正な課税・社会保障の給付が行われることが期待される。 

現在、マイナンバーの利用拡大についていろいろな分野で検討されているが、医療・介護等分野をはじ

め、国民皆に利便性をもたらす分野については、十分な周知と早期実施が必要である。マイナンバー制度

の利用拡大と行政手続きの簡素化及び行政機関のコスト削減のためにも、次の事項を要望する。 

（１） カードを利用した場合の利便性について公共メディア等を利用し広く周知すること。 

（２） マイナンバーカードと登録された電子証明書で異なる有効期間を統一し、加えて有効期限を延長

すること。 

（３） 導入時から懸念される個人情報の漏洩対策を実施し、不安解消のために国民に詳しく説明するこ

と。 

（４） 税務申告をはじめ、カードを利用した場合になんらかのインセンティブを与えること。 

（５） 交付及び再交付手続きを迅速・簡素化すること。 

（６） マイナンバーカードの普及・利用により行政効率化を推進し、その状況を周知すること。 

 

第十  一般税制 (個別的事項) 

 

１．法人税  
（１） 寄附金について、企業にとって事業活動における利益確保が優先されるのは言うまでもないが、

地球環境の保護への取り組み等、社会貢献活動への参画も求められている。そうした社会貢献の一

端である寄附金について、次のとおり対処すること。 

１）寄附金の損金算入限度額計算における所得基準額と資本基準額の合計に掛ける係数を１／４

から１／２に戻すこと。その後、更に見直すこと。 

２）３万円以下の寄附金は全額損金として認めること。 

 

（２） 受取配当金については、現行の配当控除制度によりある程度の二重課税の調整が行われている

が、いまだ十分とは言えない。企業に対する投資をより魅力的なものにするためにも、受取配当金

に対する二重課税の排除を、速やかに実現することを要望する。 

 

（３） 交際費は企業活動にとって必要な経費であり、本来課税すべきではない。今後の改善の方向とし

ては、次のとおり対処すること。 

１）定額控除を超える部分の金額についても、その５０％の金額は損金算入を認めること。 

２）社会通念上妥当と認められる３万円以下の慶弔費及び災害見舞金等は、交際費から除外する

こと。 

３）連結納税の導入により、交際費の損金不算入額については、親会社の資本金額をもとに、連

結グループを一体として計算するようになっているが、親会社の資本金の額にかかわらず、
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グループ内法人ごとの個別の計算にすること。 

 

（４） 資本的支出と修繕費の形式区分基準の修繕費としての認容の範囲を、個々の資産の取得価格  

５０％（現行１０％）相当額に引き上げるとともに、当該金額を３００万円（現行６０万円）   

未満に引き上げて損金処理を認めること。 

 

（５） 電算機のソフトウェアの取得又は更新費用等は、その償却期間を５年から３年にすること。ま

た、１００万円以下のものについては、一時の経費として損金算入を認めること。 

 

（６） 既に資産価値のない電話加入権については、その償却を認めること。 

 

（７） 借地権にかかわる相当の地代の認定基準を年６％から２％以下に引き下げること。 

 

（８） インボイス制度の導入による税務申告事務の増加が懸念されることを踏まえ、会社法に合わせ

て、法人税の申告納付期限を事業年度終了後３か月以内とすること。 

 

（９） 事業税について、当期の損金として引当金計上した場合、後年度に影響を与えないように、課税

年度の経費とし、引当計上した期の損金として認めること。 

 

（10） 青色申告法人の欠損金の繰戻し期間については、前１年を前３年にわたり認めること。 

 

（11） 法人地方税における事業税外形標準課税の付加価値割として、給与総額を課税対象とし、なおか

つ税率を上げることは、企業の人件費削減傾向（業務の外部委託）を招くおそれがあるため、速や

かなる改善を求める。 

 

２．所得税  
（１） 非上場会社の配当金の源泉課税は国税２０％（復興特別税０．４２％）となっているが、上場会

社と同じ国税１５％、（復興特別税０．３１５％）、地方税５％に統一し、国税と同様、少額配当に

よる申告不要制度を地方税にも適用すること。 

 

（２） 長期譲渡所得に該当する土地・建物等を譲渡した場合の概算取得費については、譲渡額の５％を

２０％に引き上げるべきである。さらに、すべての長期譲渡所得に１００万円の特別控除（平成 

１６年廃止）を復活すること。 

 

（３） 長期譲渡所得に該当する土地・建物等を、相続や遺贈あるいは贈与により取得したのちに譲渡し

た場合は、譲渡時期にかかわらず、譲渡した財産に対応する相続税額あるいは贈与税額を恒久的に

取得費に加算できるようにすること。 

 

（４） 低未利用地の譲渡にかかる特例措置として、譲渡所得から１００万円を控除する制度が３年間延

長され、令和７年１２月３１日までとなり、譲渡対価要件が、５００万円以下から８００万円以下
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に引き上げられたことは評価するところであるが、都市計画区域内という制約があるため、更に

１，５００万円以下まで引き上げることを要望する。 

 

（５） 現状、居住用以外の土地建物を売却した際に生ずる損失については、損益通算が認められていな

い。土地建物の流動化を促進させ、地域社会の活性化を図るために、損益通算を復活させること。 

 

（６） 医療費の患者負担割合の引上げによる負担の軽減のため、医療費控除最高限度額を３００万円

（現行２００万円）に引き上げること。また、セルフメディケーション税制の適用と従来の医療費

控除を併用できるようにすること。 

 

（７） 源泉所得税の納付期限について、現状の翌月１０日までの期限を翌月１５日までにすること。 

 

（８） 確定申告をする配当所得の“少額配当”の定義を改めて、少額配当額は１銘柄につき年２０万円

（現行１０万円）以下に、６か月決算のときは１０万円（現行５万円）以下に、それぞれ引き上げ

ること。 

 

（９） 通勤手当の非課税限度額について、交通機関を利用した場合に比べ、マイカー・自転車通勤者の

限度額が低い。交通機関を利用した通勤が困難で、自動車の利用が合理的な地域もあるため、通勤

距離による限度額だけでなく、交通機関利用相当の非課税限度額を認めるようにすること。 

 

３．相続税・贈与税 

（１） 相続財産に関する費用のうち、弁護士、税理士等の費用及び遺言執行費用については、相続財産

から控除できるようにすること。 

  

（２） 続税の未成年者控除（１８歳に達するまで）及び障害者控除（８５歳に達するまで）の年数に

各々１年につき６万円の控除額が、平成２５年度税制改正では１０万円に引き上げられたが、この

額ではまだ不十分であるので、６０万円に引き上げること。また、特別障害者については、年２０

万円を一挙に１００万円まで引き上げること。 

  

（３） 生命保険金は相続人にとって生活の維持のため、かつ相続税の納税資金として重要な資金源であ

ることを思い、法定相続人一人あたり無条件に非課税額を５００万円から１，０００万円に引き上

げること。また、同様の理由で、退職金・功労金についても非課税額を５００万円から１，０００

万円に引き上げること。 

  

（４） 非上場株式の株主区分において、同族株主等の判定をする基準で、現行５％株式保有を１０％ま

で拡大すること。 

  

（５） 家庭環境の変化により、相続人の確定が複雑になっている現状を踏まえ、準確定申告及び納税期

限を４か月以内から６か月以内とし、相続税の申告と納税期限を１０か月以内から１２か月以内

とすること。 
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（６） 婚姻期間２０年以上の夫婦間における居住用不動産の贈与の場合、配偶者控除として最高   

２，０００万円が控除されるが、これを４，０００万円とし、控除額に達しない残りの金額に対し

ては複数年にわたり適用できるものとすること。 

  

（７） 平成２６年度の税制改正で、「相続財産に係る譲渡所得の課税の特例（土地譲渡に係る相続税額

の取得費加算）」の見直しが行われたが、取得費に加算できる範囲を従前に戻すこと。 

  

（８） 土地や建物を相続や遺贈で取得したのちに譲渡した場合、取得費に相続税額を加算できる要件の

一つとして、相続開始のあった日の翌日から相続税の申告期限の翌日以降３年を経過する日まで

に譲渡していることとされているが、これを、５年を経過する日までとすること。 

 

（９） 相続時精算課税制度において、土地または建物が災害により被害を受けた場合、贈与時の価額か

ら災害によって被害を受けた額を控除できることとなったが、災害時のみならずリーマンショッ

ク時等の実体経済の後退による地価の下落も勘案し、相続時あるいは贈与時のいずれか評価額が

低い方を選択適用できるようにすること。 

 

４．間接税 

（１） 揮発油税の暫定税率は、「当分の間税率」と名前を変え、ガソリン１リットルあたり５３．８円

の高い税率で維持されている。直ちに本則税率の水準（ガソリン１リットルあたり２８．７円）ま

で引き下げること。「当分の間税率」は時限期間であった暫定税率とは違い、恒久化が強められる

恐れがある。論理的な説明もなく追加負担を求めているものであり、即刻廃止し軽油引取税も本則

に戻すよう強く要望する。 

 

（２） 印紙税は基本的に廃止すべきであり、廃止に至るまでの間、次の事項を要望する。 

１）約束手形又は為替手形の印紙税は、非課税限度額を手形金額３０万円（現行１０万円）未満に引

き上げること。 

２）売上代金受取書の印紙税の非課税限度額を、現行の５万円未満から１０万円未満に引き上げるこ

と。また、配当金領収書又は配当金振込通知書の非課税限度額を５万円未満に引き上げること。 

３）売上代金以外の金銭の受取書又は有価証券及び一時的な預り書に関しては、非課税とすること。 

４）消費貸借に関する契約書は、金額に関係なく一律２００円とすること。 

５）継続的取引の基本となる契約書（第７号文書）に関しては、非課税（現行４千円）とすること。 

 

（３） 法人の役員再選重任登記について、登録免許税を廃止すること。 

 

（４） 登記に関する登録免許税制を抜本的に見直し、登記制度の維持運営に必要な国費を限度とする登

記手数料制への移行を行うこと。 

 

５．地方税 

（１） 住民税及び事業税等の地方税が国税の付加税となるまでの経過的措置として、法人の事業税及び
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住民税についても欠損金の繰戻し還付制度を認め、また、延納制度を設けるとともに、法人税の申

告手続きと一本化すること。 

 

（２） 非上場株式の配当について地方税は総合課税となっているため、１銘柄につき１回に支払いを受

ける金額の多少にかかわらず申告しなければならず、上場株式と非上場株式の源泉徴収税率が異な

るのは課税の公平原則をゆがめるので、国税と同一基準とすること。 

 

（３） 個人住民税については、１０年程度かけ過年度分の調整措置を講じたうえ、現年度課税方式に移

行すること。 

 

（４） 住民税の基礎控除額・配偶者控除額等を所得税額控除額と同一とし、より簡素にわかりやすく統

一すること。 

 

（５） 固定資産税の免税点を基礎控除方式に改め、物価変動を考慮して、基礎控除額を土地１００万

円、家屋５０万円、償却資産３００万円とすること。 

 

（６） 償却資産への課税は廃止することを望む。それまでの措置として、法人の申告については、決算

の申告時期に合わせて行えるようにすること。 

 

（７） 企業の規模により少額減価償却資産となる範囲が異なるが、事務処理の簡素化を図るため、取得

価額５０万円未満の減価償却資産は、償却資産への課税の対象から除くこと。 

 

（８） 不動産の流通促進のため、不動産取得税の廃止もしくは減免規定を拡大すること。 

 

（９） 減価償却資産取得について、法人税で認められている圧縮記帳をした場合には、不動産取得税に

おいても、これを取得価額とすること。 

 

（10） 空家等対策の推進に関する特別措置法の改正等、空き家対策が進められているが、住宅用地特例

が受けられなくなっている空き家の撤去や整地を行った際に、撤去・整地を行った年の前年に遡っ

て前年・当年の２年間住宅用地特例を適用できるものとして、既納付分の差額の還付申請を可能と

する等、税制面でも空き家の撤去がしやすい環境を整備すること。 

 


